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西東京市学校施設適正規模・適正配置検討懇談会報告書～基本方針の策定に向けて～（案）
＜概要版＞

１-２ 少子化の進展による児童・生徒数の減少
西東京市の年少人口は、令和19年に令和元年と
比べて13.5%の減少が見込まれるが、今後少子化
が進展すれば、児童・生徒数の減少は、ますます
顕著になるものと考えられる。

第１章 西東京市学校施設適正規模・適正配置の現状 ２ 学校教育を取り巻く状況の変化
 主体的・対話的で深い学びに基づき、児童・生徒
の意欲や知的好奇心を十分に引き出しながら、教
育を実施することが重要とされている。

 「地域学校協働活動の推進」が教育委員会の事
務として位置付けられるなど、学校と地域が協働し
ていくことが求められている。

１-１ 合併後の学校施設の現状
合併後、通学区域の変更や学校の増改築の取組を
実施し、平成26年度には泉小学校と住吉小学校の統
合を実施したほか、大規模改修に向けた対応が進めら
れている。
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２ 適正規模・適正配置の留意点
「防犯面や交通安全面」「学校周辺地域の状況やコミュニティへの配慮」「西東
京市独自の小中一貫教育」等の視点を考慮する必要がある。
また、西東京市の学区域の実情は、１つの小学校から複数の中学校へ進学す
るケースが存在するため、学校施設の環境整備のほか、通学区域の変更に関す
る条例整備等が必要となる。

１ 教育環境への影響
 大規模校では、様々な種類の部活動等の設置が可能となり、クラス替えがし
やすいが、児童・生徒一人ひとりの把握が難しくなり、施設・設備の使用面から
も一定の制約が生じる場合がある。反対に小規模校では、児童・生徒一人ひと
りにきめ細かな指導ができ、異学年間の縦の交流が生まれやすいが、学校行
事等の集団教育活動に制約が生じやすく、クラス替えを行うことが難しいため、
人間関係が固定化しやすい傾向にある。
したがって、一定の規模の児童・生徒及び学級数や教員の配置を確保する
ことが必要である。

 施設面からは、効率的・効果的な学校施設の長寿命化、適切な諸室・教室の
利用、学校施設が生涯学習等の拠点施設となることが期待されている。

 学校施設は放課後の子どもの居場所や、地域の防災拠点としての役割を
担っている。

第３章 適正規模・適正配置による教育環境への影響及び
留意点

第２章 西東京市学校施設適正規模・適正配置の
検討について

今後、西東京市教育委員会が策定する「西東京市学校施設適正
規模・適正配置に関する基本方針」は、西東京市総合計画及び西東
京市教育計画を踏まえるとともに、西東京市教育計画に基づく各個
別計画や他部門の関連計画と適切な連携を図りながら推進するも
のと位置付け、より良い教育環境の整備と教育の質の充実を目的
に、学校施設の適正規模・適正配置の検討を進めていく必要がある。

西東京市は、平成20年度に「学校施設の適正規模・適正配置の基本方針」を策定し、学校の統合、通学区域の見直し、学校施設の改修、建替等に取り組んできた。今
回、基本方針の見直しに当たり、令和元年４月に学識経験者、学校長、保護者、公募市民等による西東京市学校施設適正規模・適正配置検討懇談会を設置し、その検
討結果をまとめた。
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学校施設適正規模・適正配置の基本的な考え方
のまとめ１ 基本的な考え方

（１） 学校規模の確保
小学校：各学年２学級以上
中学校：各学年３学級以上
（１学級当たり ： 小学１・２年生及び中学１年生→35人

小学３年生以上及び中学２年生以上→40人）
（２） より効率的な学校運営を行うことができる児童・生徒数の確保
（３） 通学距離及び通学区域の設定
（４） その他教育施策等への対応
（５） 就学に関する諸制度の対応
（６） 学校施設の有効活用と複合化、跡地活用
（７） 老朽化施設の計画的な更新

第４章 学校規模適正規模・適正配置の
考え方と今後の方向性

学校施設の適正規模・適正配置について、考え方の構成要素及び検討の
方向性を踏まえ、基本的な考え方を次のとおりまとめる。

２ 学校の方向性の検討方法
 児童・生徒数及び学級数の減少に伴い、余裕教室が生じた場合は、
西東京市の公共施設を複合化するなど、幅広い活用方法を検討する
必要がある。

 市内の他校と比べ、児童・生徒数が少ない、または、引き続き児童・
生徒数の減少が見込まれる場合は、学校の配置バランスや通学距離
等を勘案し、教育環境の向上や複合化の視点も踏まえながら統廃合も
視野に入れて対応を検討する必要がある。

 学校施設に対して児童・生徒数が過大となった場合は、学校への人
的支援を含め、実情に即した対応可能な方策について検討するととも
に、周辺地域の状況や地域コミュニティへの影響を勘案し、児童・生徒
数の将来動向を見据えながら、中長期的に学校が一定の適正規模と
なるよう、通学区域の変更も含め検討する必要がある。

 上記の内容を踏まえ、財政的に厳しい制約がある中で、今現在だけ
でなく、将来の子どもたちの教育環境を維持していくために、長期的に
見て財政的にスケールメリットが得られる規模・配置を考えていくほか、
ライフサイクルコスト（企画・設計段階から工事、運用（省資源、省エネ
ルギー）、解体・撤去までコストの総計）の削減、施設の劣化状況に応
じた計画的な保全も十分考慮していく必要がある。


